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(以下Gr. 1 と記す)につき 8 ， 11 , 14 , 16歳の 4 年齢時に撮影した側方頭部X線規格写真計184 枚
を用いた。 対照には歯科矯正未治療群(以下 Gr. 2 と記す)と非破裂者群(以下 Gr. 3 と記す)の
2群を用いた。 Gr.2 には Gr. 1 と同年齢時の片側性完全唇・顎・口蓋裂患者男子96名，女子93名の
歯科矯正治療前に撮影した横断的資料の側方頭部X線規格写真計 189 枚を用いた。また， Gr. 3 には
歯科矯正学講座所蔵の発育研究資料のうち Gr. 1 と同年齢時の男子47名 女子36名より得られた半
経年的資料の側方頭部 X線規格写真 204 枚を用いた。
Gr. 1 に行った歯科矯正治療は混合歯列期における上歯列弓の側方， 前方への拡大と側方歯群交
換後の edgew ise 法によるものであり，下顎には全治療期間を通じてチンキャップを応用した。





1) Gr. 1 の男女について頭蓋・顔面の形態的特徴を捉えるために計測項目ごとに男女別に各年齢時
の平均値を求め Gr. 2 , Gr. 3 と比較し，平均値の差の有意性について検討した。
2) Gr. 1 の頭蓋・顔面形態の個体間変動を検討し Gr. 2 , Gr. 3 と比較するために Gr. 1 , 
Gr. 2 および Gr. 3 の各年齢時における主成分分析を行った。この際に男女の差をなくすため，男女
別に各年齢時における平均値と標準偏差とにより基準化した値を用いた。
3) Gr. 1 , Gr. 2 および Gr.3 の差を総合的に把握するために， 16歳時で 3 群の判別分析を行い，
得られた判別関数を用いて各群，各年齢時での判別関数値を算出し，この値の各年齢時での 3 群の平
均値の差の有意性ならびに各群での増齢的変化について検討した。この際に男女の差をなくし，かっ
3 群の差を残すために Gr. 1", Gr. 2 わよび Gr. 3 の計測値を各々，男女同年齢時の Gr. 3 の平均値
と標準偏差とにより基準化した値を用いたO
4 )歯科矯正治療の難易度を判定するために Gr. 1 の 16歳時における上下顎の前後的関係を決定す
る因子と 8 歳時における各主成分との相関について検討した。
その結果，次のことが明らかになった。
1) 8 歳時で劣成長を呈していた Gr. 1 の上顎部は増齢的に catch-up growth を示し， 16歳時で前
後径については男女ともに Gr.2 よりも有意に大きな値を示したが Gr. 3 と比較するとなお有意に
小さな値であった。 Gr. 1 の下顎骨は 8 歳時で Gr. 2 と同様に下顎歯槽基底前縁部が Gr. 3 に比べ
て後方に位置しており， Gr. 1 でこの傾向は増齢的にさらに顕著になった。
2) 各群の 4 年齢時における頭蓋・顔面形態の個体間変動はそれぞれ 5~7個の因子により全変動の
約80%以上が説明された。各群，各年齢時で前頭蓋底に対する顔面の回転を表わす変動が大きな部分
を占めていた。 Gr. 1 では11歳以降前頭蓋底 上顎部むよび下顎骨の前後的大きさが協調した変動を
示し，この変動には顔面高も深く関連していた。このような個体間変動は Gr. 3 でもほぼ同様に認め
られたが Gr. 2 では上顎部の前後径が比較的独立した変動を示した。
3) 各群の頭蓋・顔面形態は前頭蓋底に対する顔面の回転を示す第 1 判別関数と上顎部の深さを示す
第 2 判別関数とにより総合的に特徴づけられ 平均値の検討で示された 3 群聞の差の増齢的な変化が
より簡潔な 2 つの判別関数で表現され，確認された。
4) Gr. 1 のうち， 8 歳時で上顎部の前後径が大きく，かつ下顎角部が後方にあったものほど16歳時
でより良好な上下顎の前後的関係が得られた。
以上の結果より片側性完全唇・顎・口蓋裂患者の上顎部は思春期成長期における歯科矯正治療によ
り catch-up growth を示し，前後的大きさについて前頭蓋底，下顎骨と協調した変動を示すようになっ
たが非破裂者のそれと比べるとなお著明な劣成長を呈することが明らかになった。さらに治療開始時
に上顎部前後径が大きく，下顎角部が後方にあるものほど治療終了時により良好な上下顎の前後的関
係を得られることが示された。
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論文の審査結果の要旨
本研究は形成手術を受けた成長期の片側性完全唇・顎l・口蓋裂患者について，歯科矯正治療により岐
合の改善を得た個体の頭蓋・顔面の成長の様相を検討したものである。歯科矯正治療により，劣成長を
呈する上顎部は非破裂者と同程度に成長することはなかったが上下顎関係の改善は限られた量の
catch-up growth (取り戻し成長)と下顎骨の後下方への成長とにより得られることがはじめて明
らかにされた。また，治療開始時の頭蓋・顔面の形態的特徴から治療の難易の予測ができることも示
唆された。これらは唇・顎・口蓋裂患者の治療にあたって， きわめて参考となる重要かっ新たな知見
であり，価値ある業系責であると認める。
よって本研究者は歯学博士の学位を得る資格があると認める。
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